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２０２１年度 事 業 計 画

１．全 般 方 針

当財団、富徳会の設立は、１９７０年（昭和４５年）当時、ライオン歯磨株式会社（現ライオン

（株））の社長であった小林富次郎が長年の口腔衛生啓発活動に対する貢献を認められ、叙勲

の光栄に浴した際、歯科疾患の現状を憂い今後一層口腔衛生学、小児歯科学に対する研究を深

め、適切な施策をたてることが不可欠であると考えたことに始まります。

そこで、社会の福祉に奉仕することを願い、１９７１年（昭和４６年）に私財を提供して富徳会な

る財団を設けました。その後、２０１２年（平成２４年）４月に公益財団に移行しました。

また、従来からその基金の果実をもって、口腔衛生ならびに小児を対象とする歯科疾患の予

防と治療に関する学術的研究者の助成を、今日まで永年にわたって実施して参りました。財団

設立から今日までに、１，４１６件、約４億１６百万円の助成を行ない、これらの研究者に「口腔保

健、医療の向上に寄与する」という財団の目的を託して参りました。

そして、本年６月に設立５０周年を迎えます。その間、国民の口腔衛生状態は著しく改善し、

１２歳児のむし歯経験歯数（DMFT）は０．７４まで下がってきました。また、１９８９年に日本歯科

医師会が中心になって始めた８０２０運動の浸透により、「８０歳になっても２０本以上自分の歯を保

とう」の目標の達成率は、この３０年で当初の１０％足らずから５０％超へと大きく改善しました。

さらに数々の研究により、糖尿病、認知症、心筋梗塞、脳卒中など全身の健康と口腔の健康と

の関係が明らかとなってきています。この５０年間、わが国では「国民皆保険制度」を堅持し、

国民の健康が維持され、その平均寿命は男性８１．４１歳、女性８７．４５歳と５０年前に比べ１０年以上伸

びました。しかし、急激な少子高齢化や国の財政悪化により「国民皆保険制度」が危機に瀕し

ています。この状況を受け、「皆が最後まで健康で充実した生活が送れる社会」が求められて

います。この「健康寿命の延伸」において歯科医療、歯科学研究が果たすべき役割が一層大き

くなっています。本年、設立５０周年を迎えるにあたり、これまでの事業の評価を行うととも

に、次の５０年に向けて社会の期待に応えて、この役割を果たすために、研究の振興と研究者の

育成に資する事業の計画・検討を行います。

今後とも当財団は「口腔保健、医療の向上に寄与する」ことを目的として歯科医学の予防研

究に対する助成を行い、より一層の学術の振興を図ってまいります。

また、今年度も関係機関への募集案内の充実による応募者の増大に努めるとともに、選考基

準の明確化と選考項目に則した応募記載内容の検討を進め、客観的かつ公正な選考により、当

財団の目的に適した研究への助成を行ないます。

２．事 業 概 要

予防歯科学及び公衆衛生学などの歯科分野・予防分野における独創的な研究および調査を通

じ、これらの分野における学術的および国際的交流による調査・研究の振興をめざします。特

に小児の口腔保健・医療の向上に寄与致したく、口腔衛生学・小児歯科学および公衆衛生学な
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どの学術研究及び調査研究を目的とする研究者および団体の研究に助成を行います。

１）公益目的事業

⑴ 研究助成（公募）

「助成内容」口腔衛生・予防歯科学（高齢者歯科保健を含む）及び小児歯科学の調査・研

究に対して、特にこの分野での活躍を目指す若手研究者への研究費の助成。

「募集方法」各助成募集の詳細は、４月初旬に一般社団法人日本口腔衛生学会と一般社団

法人日本小児歯科学会および当財団のホームページに掲載のうえ、学会誌に

て告知する。また、歯科関係大学・歯学部の口腔衛生学（高齢者歯科保健を

含む）・予防歯科学および小児歯科学関係の主任教授宛に募集要項を e－

mail にて送付する。

「選考方法」すべての応募について有識者からなる選考委員会にはかり、選考基準に則り

助成者を決定。

⑵ 留学研究助成（公募）

「助成内容」海外からの日本への留学研究者で、在日６ヵ月以上を経過し、留学期間１年

以上で予防歯科、小児歯科学、歯周病学及び矯正歯科学などの研究に従事す

る研究者への研究費の助成。

「募集方法」「選考方法」は⑴と同様。

⑶ 調査研究助成（公募）

「助成内容」歯科学・歯科衛生学を学ぶ学生が海外での歯科保健医療調査活動を通じて、

国際的、学際的な調査研究を行う団体および研究者に対しての助成。

「募集方法」「選考方法」は⑴と同様。

⑷ 歯科衛生学調査研究助成（公募）

「助成内容」公衆衛生学・歯科衛生学および歯科衛生教育学などに関する学際的な調査研

究について、時代や社会の動向などを反映した研究を行う若手歯科衛生士の

研究者への研究補助として助成。

「募集方法」「選考方法」は⑴と同様。

⑸ 学会への奨励助成

一般社団法人小児歯科学会及び一般社団法人口腔衛生学会への運営の一助として助成。

３．各 事 業 計 画

１）研究助成

申込者を公募し選考委員会にて応募内容の精査および支給基準に則り選考し、その支給を

決定する。

支給人数 １６名（予防歯科・口腔衛生学部門、小児歯科学部門）

支給金額 １名宛 年額 ３００千円 計 ４，８００千円
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２）留学研究助成

申込者を公募し選考委員会にて応募内容の精査および支給基準に則り選考し、その支給を

決定する。

支給人数 ４名

支給金額 １名宛 年額 ３００千円 計 １，２００千円

３）調査研究助成（海外歯科保健医療活動助成）

申込者を公募し選考委員会にて応募内容の精査および支給基準に則り選考し、その支給を

決定する。

活動団体に対して総額６００千円を助成する。

４）歯科衛生学調査研究助成

申込者を公募し選考委員会にて応募内容の精査および支給基準に則り選考し、その支給を

決定する。

支給人数 ６名（歯科衛生学部門、歯科衛生教育学部門）

支給金額 １名宛 年額 ２００千円 計 １，２００千円

＊なお、それぞれの研究助成者数は、応募状況に応じて増減することがあります。但し、助成

金総合計額を超えないものとします。

５）学会奨励助成

一般社団法人日本口腔衛生学会と一般社団法人日本小児歯科学会に運営の一助として寄付

を行う。

但し、使途については 両学会長に一任する。

寄付金額 各１００千円 計 ２００千円

６）研究報告活動

当財団助成者の研究及び調査研究の成果の発表の場として報告書を作成し、広く理解

して頂き、研究者相互の発展に活用する。

制作費 ８００千円

２０２１年度研究助成一覧表

助 成 名 助成者・団体
助成金額
（千円）

助成者・
団体数

助成金合計
（千円）

１．研究助成 歯科大学卒若手研究者又は
同等の教育歴の若手研究者 ３００ １６名 ４，８００

２．留学研究助成 海外よりの留学歯科研究者 ３００ ４名 １，２００
３．海外歯科保健医療活動助成 大学公認学生の歯科保健医

療活動団体
合計で
６００ 若干 ６００

４．歯科衛生学・歯科衛生教育
学研究助成 歯科衛生士 ２００ ６名 １，２００

５．学会助成 日本小児歯科学会・口腔衛生学会 １００ ２学会 ２００
助 成 金 合 計 ８，０００
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２０２１年度 事 業 予 算

１．予算方針

今年度も前年同様に堅実な収支を目指し、安定した収入益を生ずる運用を図ります。昨年

は、新型コロナウイルスの感染拡大により急速かつ深刻な景気後退が見られ、サプライチェー

ンの大規模な寸断が度々生じました。これを受けて各国は積極的な経済政策を実施、経済は回

復基調にあります。しかし、新型コロナウイルス感染の収束は見えず、ワクチンが普及するま

で不透明な状況は続きます。このような状況の下、株券貸借は取引継続となりましたが永続的

に株券貸借取引を継続するのは困難な状況で、かつ債券・投資信託などの配当の減少が見込ま

れます。幸い、保有株式の配当増が見込まれ、当面の事業予算確保は可能と考えられます。し

かし、今後も債券・投資信託市場の低迷は継続すると考えられることから、分散投資による価

格変動リスクの低減、保有資産のポートフォリオによる新たな資産運用の検討を行います。ま

た、当財団は本年６月に５０周年を迎え、その記念事業を本年度に計画していましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の収束が見通せないことから、来年度に延期とし、事業実施に向けた準備

とその予算化を進めます。

２．予算概要

１）経常収益

今年度も昨年同様、株式や債権の配当・利息などにより収入の確保に努めます。

予算方針に記載のとおり、株式の配当金の増加が見込まれますが、一方債券・投資信託の

配当減などによる収入の減少によって当期経常収益は昨年より１５９千円減収の１６，７７７千円を

計上します。そのうち、公益目的事業関係の収益には昨年度より８３１千円減収の９，７９９千円を

計上します。

法人会計収益には昨年度より６７２千円増収の６，９７８千円を計上します。

２）経常費用

公益目的事業であります事業費の研究助成者・団体への支給として以下の６項目に支出し

ます。

１．研究助成として、４，８００千円。

２．留学研究助成として、１，２００千円。

３．海外歯科保健医療活動助成として、６００千円。

４．歯科衛生学／衛生教育学研究助成として、１，２００千円。

５．学会奨励助成として、口腔衛生学会と小児歯科学会宛に各１００千円助成し、合計２００

千円。

６．研究報告活動として研究報告書作成料として、８００千円。

これらの合計８，８００千円に助成者選考委員会及び経費支出等を加えた事業費支出合計は昨
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年度より３７０千円増額の１１，００９千円となります。よって、公益目的事業の当期経常増減額は

マイナス１，２１０千円となります。

一方、法人会計管理費については、会議費、旅費交通費などの減額があり管理費は昨年よ

り３３０千円減少し、管理費合計は３，６８９千円となります。

従いまして、法人会計の当期経常増減額は、プラス３，２８９千円となります。

当財団全体では、２０２１年度の経常費用は昨年より４０千円多い、１４，６９８千円となります。

従いまして、２０２１年度の正味財産増減予算は次のとおりとなります。

当期経常収益（Ａ）： １６，７７７千円

当期経常費用（Ｂ）： １４，６９８千円

当期経常増減額（Ａ－Ｂ）： ２，０７９千円

正味財産期末残高： ３６５，６２３千円

因みに、公益目的事業比率は、本年度は７４．９％となります。
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２０２１年度正味財産増減予算書
２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日まで

（単位：円）

科 目
２０２１年度 ２０２０年度 増 △減

（A-B）公益目的事業 法人会計 計（A） （B）
Ⅰ 一般正味財産増減の部
１ 経常増減の部
⑴ 経常収益
① 基本財産運用益 ６，９７８，０００ ６，９７８，０００ ６，３０６，０００ ６７２，０００

基本財産受取利息 ４００，０００ ４００，０００ ３００，０００ １００，０００
基本財産受取配当金 ６，５７８，０００ ６，５７８，０００ ６，００６，０００ ５７２，０００

② 特定資産運用益 ９，７９９，０００ ９，７９９，０００ １０，６３０，０００ △ ８３１，０００
有価証券運用益 ３，０７５，０００ ３，０７５，０００ ４，４９１，０００ △ １，４１６，０００
有価証券配当金 ６，７２３，０００ ６，７２３，０００ ６，１３８，０００ ５８５，０００
受取利息 １，０００ １，０００ １，０００ ０
経常収益計（A） ９，７９９，０００ ６，９７８，０００ １６，７７７，０００ １６，９３６，０００ △ １５９，０００

⑵ 経常費用
① 事業費 １１，００９，０００ ０ １１，００９，０００ １０，６３９，０００ ３７０，０００

研究助成金 ４，８００，０００ ０ ４，８００，０００ ４，８００，０００ ０
留学研究助成金 １，２００，０００ ０ １，２００，０００ １，２００，０００ ０
海外歯科保健医療活動助成金 ６００，０００ ０ ６００，０００ ６００，０００ ０
歯科衛生学・教育学研究助成金 １，２００，０００ ０ １，２００，０００ ８００，０００ ４００，０００
学会奨励助成金 ２００，０００ ０ ２００，０００ ２００，０００ ０
研究報告活動助成金 ８００，０００ ０ ８００，０００ ７００，０００ １００，０００
助成者選考委員会費 ２００，０００ ０ ２００，０００ ４００，０００ △ ２００，０００
選考委員報酬 ２４０，０００ ０ ２４０，０００ １８０，０００ ６０，０００
役員報酬 ８００，０００ ０ ８００，０００ ８００，０００ ０
業務委託 １８０，０００ ０ １８０，０００ １２０，０００ ６０，０００
事務局員給与手当 ３００，０００ ０ ３００，０００ ３００，０００ ０
通勤手当 １６０，０００ ０ １６０，０００ １６０，０００ ０
旅費交通費 ５０，０００ ０ ５０，０００ １００，０００ △ ５０，０００
通信費 ８０，０００ ０ ８０，０００ ６０，０００ ２０，０００
事務消耗品・備品費 ５０，０００ ０ ５０，０００ ５０，０００ ０
賃借料 ６９，０００ ０ ６９，０００ ６９，０００ ０
雑 費 ８０，０００ ０ ８０，０００ １００，０００ △ ２０，０００

② 管理費 ０ ３，６８９，０００ ３，６８９，０００ ４，０１９，０００ △ ３３０，０００
業務委託 ０ １８０，０００ １８０，０００ ２４０，０００ △ ６０，０００
役員報酬 ０ １，５４０，０００ １，５４０，０００ １，５４０，０００ ０
役員退職慰労引当金繰入額 ０ ２００，０００ ２００，０００ ２００，０００ ０
事務局員給与手当 ０ ３００，０００ ３００，０００ ３００，０００ ０
会議費 ０ ２００，０００ ２００，０００ ３２０，０００ △ １２０，０００
旅費交通費 ０ ３００，０００ ３００，０００ ４５０，０００ △ １５０，０００
通勤手当 ０ ３２０，０００ ３２０，０００ ３２０，０００ ０
通信費 ０ １３０，０００ １３０，０００ １３０，０００ ０
事務消耗品・備品費 ０ ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００ ０
印刷・製本費 ０ １７０，０００ １７０，０００ １７０，０００ ０
業務打合せ費 ０ ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００ ０
賃借料 ０ ６９，０００ ６９，０００ ６９，０００ ０
雑 費 ０ １８０，０００ １８０，０００ １８０，０００ ０
経常費用計（B） １１，００９，０００ ３，６８９，０００ １４，６９８，０００ １４，６５８，０００ ４０，０００

当期経常増減額（A-B） △ １，２１０，０００ ３，２８９，０００ ２，０７９，０００ ２，２７８，０００ △ １９９，０００

２ 経常外増減の部
⑴ 経常外収益 ０ ０ ０ ０ ０
⑵ 経常外費用 ０ ０ ０ ０ ０
当期経常外増減額 ０ ０ ０ ０ ０
当期一般正味財産増減額 △ １，２１０，０００ ３，２８９，０００ ２，０７９，０００ ２，２７８，０００ △ １９９，０００
一般正味財産期首残高 ３６３，５４４，０００ ３６１，２６６，０００ ２，２７８，０００
一般正味財産期末残高 ３６５，６２３，０００ ３６３，５４４，０００ ２，０７９，０００

Ⅱ．正味財産期末残高 ３６５，６２３，０００ ３６３，５４４，０００ ２，０７９，０００
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